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中長期計画期間における研究開発スケジュール
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年度

項目

細目 中長期
終了目標

H27
（実績）

H28
（実績）

H29
（実績）

H30 H31 H32 H33

（
3
）
高
レ
ベ
ル
放
射
性
廃
棄
物
の
処
分
技
術
等
に
関
す
る
研
究
開
発

4)使用済燃料

の直接処分研究開発

我が国における技術力
の強化・人材育成への
貢献、研究開発成果の
発信と国民との相互理
解の促進

・代替オプション
としての使用済
燃料直接処分に
係る基盤技術の
整備

・ステークホルダー
からのニーズに応
える研究開発成果
の発信
・地層処分に関す
る国民との相互理
解の促進

・処分システムの設計、施工技術等の検証と適用性の確認
・安全評価手法の適用性確認
・モデル及びデータベースの先端化

・各種データベースへのデータの追加と公開
・CoolRep（ウェブサイトを活用した研究成果の情報発信）の更新
・深地層の研究施設の見学・体験などを通じた国民との相互理解の促進

・再冠水試験開始（瑞浪）

・人工バリア性能確認試験継
続（幌延） 等

・湧水対策技術の成果発表
（瑞浪）

・健岩部でのトレーサ試験（幌
延） 等

・冠水坑道内の地下水の排
水と試験後の地質環境の状
態変化を把握するための調
査試験 等（瑞浪）

・人工バリア性能確認試験、
オーバーパック腐食試験
等（幌延）

・光ルミネッセンス法の実用化 ・U-Pb法等の整備
・時間スケールに応じた地質環
境変動の予測技術の開発
等

・第１次取りまとめ報告書公開
・閉込め性能に関する評価検
討等

・閉込め性能に関する評価検
討
・先進的な材料開発

・使用済燃料からの核種溶出
挙動評価 等

・研究成果報告会開催 等 ・成果の積極的なプレス発
表 等

・深地層の研究施設の見
学・体験等を通じた国民
との相互理解の促進

・成果の積極的なプレス発
表 等

●地層処分事業や国
の施策等のための技
術基盤の整備、提供

・「必須の課題」
の着実な実施と
取りまとめ

・年代測定技術を
活用した地質環
境の変化を予測・
評価する技術の
整備

・処分システム構
築・評価解析技
術の先端化・体
系化

1)深地層の研究施設計画

3)高レベル放射性廃棄物

の地層処分研究開発

2)地質環境の長期安定性

に関する研究 ・地質環境の長期安定性に関する研究（地質環境変動予測技術開発）

・使用済燃料の直接処分研究開発（直接処分に関する技術基盤の整備）

平成31年度末ま
でに決定される
平成32年度以降
の進め方による

・深地層の研究施設計画（必須の課題に対応した試験研究の実施）

・高レベル放射性廃棄物の地層処分研究開発



1)深地層の研究施設計画（その1）
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○坑道埋め戻し技術の開発

止水壁の設置

機構改革の基本的方向を踏まえて設定した計画（必須の課
題）を進め、技術基盤を整備

坑道埋め戻し技術開発における再冠水試験の開始 等、着実に成果を創出
し、技術基盤を整備

中長期計画（H27年度～平成33年度） 活動の成果（H27年度～平成30年度）

超深地層研究所計画（結晶質岩）：深度300m及び500m

・坑道閉鎖に伴う環境回復試験技術
地質環境の回復能力等の評価を行うため、深度500m研究坑道の一部

を地下水で冠水させ、地下水の水圧･水質及び坑道周辺岩盤の化学的･
力学的変化を観察。

・花崗岩中での物質移動現象の理解
日本の結晶質岩を対象とした物質移動特性を把握する手法を整備

○地下坑道における工学的対策技術の開発

○物質移動モデル化技術の開発

 坑道閉鎖による水圧回復は約半年で収束

 坑道閉鎖に伴う水圧変化は，岩盤の巨視
的な透水性の影響が支配的と推定

 還元的な地下水の流入，微生物代謝によ
り数か月で，閉鎖された坑道内の還元環
境が回復することを確認

 坑道の建設・維持管理時の化学環境の擾
乱、坑道閉鎖後の還元環境の回復のプロ
セスを推察

 プレグラウチングとポストグラ
ウチングの併用により、高水
圧環境下での湧水抑制技術を
構築、人工バリア施工時の施
工精度の向上に寄与。

 物質移動経路となり得る微小空隙を把握する手法を整備。
 我が国の花崗岩健岩部においてもマトリクス拡散が生じる可能性を提示。

・湧水抑制技術開発
ウォータータイト構造に匹敵するレベルで湧水を極少化する技術

の実証試験を実施。

花崗岩健岩部の微小空間（緑色の領域）

プレグラウチングとポストグラウチングの概念図 一部排水・減圧試験

一部排水・減圧試験

一部排水・減圧試験

閉塞 閉塞

閉塞 解放

解放
解放

冠水坑道および周辺の水圧変化

冠水坑道および周辺の水質変化

冠水坑道

12MI33号孔 13MI38号孔

pH ORP

DO

全菌数



1)深地層の研究施設計画（その2）
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・人工バリア性能確認試験 350m坑道
人工バリア、埋め戻し材等に関する個別設計フローを構築しその適用

性を確認するとともに、新たに処分孔掘削技術の開発を含め、製作・施
工技術や品質管理方法の適用性を例示。

○実際の地質環境における人工バリアの適用性確認

模擬オーバーパックの設置

模擬オーバーパック

緩衝材

機構改革の基本的方向を踏まえて設定した計画（必須の課題）を
進め、技術基盤を整備

人工バリア性能確認試験におけるデータ取得の継続等、着実に成
果を創出し、技術基盤を整備

中長期計画（H27年度～平成33年度）

幌延深地層研究計画（堆積岩）：深度350m

・水圧擾乱試験 350m坑道
地殻変動に対する堆積岩の緩衝能力の検証を目的とした試験を実施。

・搬送定置・回収技術に関する試験 350m坑道

処分概念オプションの実証を目的として、実際
の坑道を用いて模擬廃棄体の搬送定置・回収
技術に関する試験の準備作業を実施中。

 解析手法の妥当性を室内及び原位置試験結果により確認。
 ニアフィールド環境条件の状態設定の信頼性が向上し、人工バリア

の最適化・合理化設計技術などに寄与。

○地殻変動に対する堆積岩の緩衝能力の検証

 断層の透水性は力学で定義されるパラメータ（DI）の経験式の範囲
を超えないことを確認。DIは将来の断層運動に伴う透水性の変化
を考慮する際の設定根拠となり得る。

○処分概念オプションの実証

 坑道内での搬送要素試験を終了し、坑道横
置きPEM方式の定置・回収試験の準備中

活動の成果（H27年度～平成30年度）

坑道内搬送・定置
技術の要素試験

計測結果と連成解析結果の比較（温度）

・オーバーパック腐食試験 350m坑道
実際の地下環境下におけるオーバーパックの腐

食挙動評価手法の適用性を確認し、既往の評価
手法の保守性、妥当性を確認。

 炭素鋼オーバーパックの腐食評価手法の信頼
性の向上に寄与。

・物質移行試験 350m坑道
泥岩中の基質部および亀裂における物質移行挙動の評価手法を整備。

 国内外を通じて例のない、割れ目を有する泥岩中での原位置
トレーサー試験・評価手法を構築。
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自然現象に伴う地質環境の変化を予測・評価する技
術を、地球年代学に係る最先端の施設・設備も活用
しつつ整備

・上載地層法（年代既知の地層の変位状況等による評価手法）の適用が困
難な断層の活動性を調査・評価する手法等の開発

・断層の活動性や隆起・侵食速度の評価に必要となる年代測定技術の開
発・整備

中長期計画（H27年度～平成33年度）

○年代測定技術の開発

地質環境の長期安定性評価における共通的基盤技術として、幅広い年
代域（104～107年）やさまざまな自然現象・試料に対応可能な年代測定手
法の開発・整備を継続した。

・断層の活動性に係る調査技術

 最近の断層運動の有無を評価する指標の一つとし
て、石英粒子表面構造の分類が有効である可能
性を提示。

上載地層法の適用が困難な断層の活動性に関す
る調査技術の整備を目的として、断層内充填物質
中の石英等の電子顕微鏡観察を行い、鉱物の表
面形状に履歴に応じた違いがあることを発見。

(1) 後背地解析技術の構築
鉱物分析手法や年代測定技術の高

度化により、山地の形成過程を推定す
る後背地解析技術を構築。

 着実に手法の整備を進め、断層の活動性、隆起・侵食速度の把握等の
調査・評価技術開発に貢献。

光ﾙﾐﾈｯｾﾝｽ年代測定
炭素-14，ﾍﾞﾘﾘｳﾑ-10，ｱﾙﾐﾆｳﾑ-26，
ヨウ素-129 年代測定

ペレトロン年代測定装置

活動の成果（H27年度～平成30年度）

 地質環境の変化を三次元的に表現できる数値モデルを構築する
とともにアニメーション技術を用いてその時間変化を可視化し、専
門的知見が簡単に理解可能なツールを作成。

(2) 三次元地質環境長期変動モデルの構築
過去から現在までの地形・地質モデルの構築およびそれに基づく

地下水流動解析等を実施。

・時間スケールに応じた地圏環境変動の予測技術

○調査技術の開発・体系化

ウラン-鉛年代測定

○長期予測・影響評価モデルの開発

100万年前以前 45万年前 14万年前 現在

地形概念
モデルの構築

地形・地質
数値モデルの

構築

水理モデル
地下水流動解
析の実施

2)地質環境の長期安定性に関する研究

全体に光沢 やや摩耗

一部で細かい凹凸 全体に細かい凹凸
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3)高レベル放射性廃棄物の地層処分研究開発
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高レベル放射性廃棄物の地層処分に係る処分シス
テム構築・評価解析技術の先端化・体系化

・室内試験と原位置試験を組み合わせた岩石中の物質移行現象の理解、
人工バリア挙動の理解及びデータベースの整備・拡充

中長期計画（H27年度～平成33年度）

 原位置試験を活用して人工バリアの挙動に関する計測技術や連成現象
解析技術の適用性が確認され、人工バリア挙動をより現実的に把握でき
る技術の構築に貢献した。

○地層処分システムに関する工学技術の開発

・原位置計測技術の開発
室内試験と原位置試験により緩衝材中の環境条件やオーバーパック腐食

挙動等を評価するための計測技術の適用性を確認した。

活動の成果（H27年度～平成30年度）

原位置試験設置状況（幌延）

腐食センサーによる測定結果例
（交流インピーダンス法）

連成モデルの概念と幌延URLの人工バリア性能確認試験に対する連成解析の適用評価例

・人工バリアの連成現象評価技術の開発
熱-水-応力連成解析モデルの高度化を行い、幌延URLの原位置試験

データとの比較により解析コードの妥当性の確認を行った。

Thermal
（温度）

Hydrological
（流速・飽和度）

Mechanical
（応力変形）

温度勾配水移動・水理特性変化

熱輸送・熱特性変化

解析結果と原位置試験データとの比較例

緩衝材模擬OP
腐食センサー

○地層処分システムに関する性能評価研究

原位置拡散試験
（スイスグリムゼル試験場）

割れ目を対象とした室内試験

割れ目試料と
X線CTデータ 通液試験状況

トレーサー核種：
H-3, Na-22,
Ba-133, Cs-134,
Cl-36

・核種移行モデルの開発
室内試験と原位置試験を組み合わせた物質移行現象の理解と

モデル化を行った。

 今後の実際の地質環境を対象とした安全
評価に貢献する成果を得ることができた。

国内外の最新知見に基
づき、複数のパラメータ
設定手法を整備し、地質
環境などのサイトの条件
やサイトの調査段階に応
じて、適切にパラメータを
設定できる包括的な手法
を構築した。

(a) JAEA-SDBからのデータ抽出 (b) 信頼度情報による絞込み

・放射性核種の岩石への収着分配係数の設定手法の構築

(c) データ分布の分析
設定値と不確実性の幅の設定
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4)使用済燃料の直接処分研究開発

6

海外の直接処分に関する最新の技術動向を調査、
代替処分オプションとしての使用済燃料直接処分の
調査研究の実施と成果の取りまとめ

・直接処分技術の現状をまとめた「第１次取りまとめ」報告書の公開（H27）
・工学技術、安全評価の技術的基盤の整備・拡充

中長期計画（H27年度～平成33年度）

○使用済燃料の直接処分に関する工学技術の開発 ○使用済燃料の直接処分に関する安全評価手法の開発

活動の成果（H27年度～平成30年度）

・処分容器の長寿命化の効果
の推定
処分容器の長寿命化による

核種移行で支配的となる可能
性のあるC-14（半減期約5700
年）の影響低減効果の分析。

1.0E-03

1.0E-02

1.0E-01

1.0E+00

1,000 10,000 100,000 

最
大

線
量

[μ
Sv
/y
]

処分容器寿命 [y]

総線量

C-14有機

I-129

総線量の支配核種

C-14有機（半減期5730年）

総線量の支配核種

I-129（半減期1570万年）

 5 万年程度までの長寿命化
は線量の低減に対して一定
の効果が得られることが示
唆された。

処分容器寿命と線量の関係例

 ガラス固化体での技術や経験を使用済燃料を対象とした設計に適用できる
見通しを得るとともに、使用済燃料の多様性に対応した設計事例を蓄積。

・直接処分施設の設計検討
処分容器、緩衝材、地下施設・地上施設等の、使用済燃料の多様性（炉型、

燃焼度等）や特徴（重さ、大きさ等）を考慮した設計検討。

臨界安全解析体系の例（横置き定置）

【検討項目】
・臨界安全性
・遮へい性
・構造安定性
・伝熱
・製作性
・操業時の安全性・健全性

【主要条件】
・燃料（PWR/BWR、燃焼度、濃
縮度等）

・容器材料（炭素鋼、複合材料）
・定置方式（横置、竪置）

処分容器の設計検討

緩衝材 燃料集合体

処分容器

腐食による処分容

器の消失

沈下した燃料棒

燃料領域（円柱形状）

反射体（鉄）

臨界計算モデル

 

底板（銅） 外層胴（銅） 内層胴（炭素鋼) 
内蓋 

(炭素鋼) 

外蓋 

(銅) 

燃料収容部 

複合容器の構成例

・使用済燃料や人工バリアの閉じ込め性の検討
使用済燃料に特徴的な瞬時溶出とマトリクス

溶解についてのパラメータ設定の試行や試験的
研究の検討。

 国内外の最新知見から妥当と考えられる
パラメータ案を設定した。また、マトリクス
溶解での炭酸濃度依存性の重要性が示
唆された。

燃料溶解速度の炭酸濃度依存性
（文献値）

・使用済燃料の多様性を考慮した
インベントリの推定
多様な炉型・燃料タイプ・燃

焼度・冷却期間の燃料を対象と
したモデルインベントリ評価。

モデル計算による発生量の推定結果例

 条件に応じた発生量分布や
インベントリの違いを把握で
きた。また、それら条件の違
いがインベントリの違いを介
して設計・性能評価のどの項
目に影響する可能性がある
かを整理した。
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・技術基盤の整備提供、地層処分事業への貢献
・技術協力/共同研究を通じた最先端技術/知見の取得・提供
・技術力の強化・人材育成への貢献
・施設の見学、ウェブサイトの活用による成果情報の公開、
国民との相互理解促進

• 論文投稿等に加え、プレス発表、ウェブサイト活用等による積極的な成果発信
• NUMOとの共同研究を通じた技術の継承
• 大学等との連携・協力による革新的な成果の創出
• 見学者の受入れやイベントを通じた国民との相互理解促進
• 科学的特性マップ作成への貢献、意見交換会への協力

中長期計画（H27年度～平成33年度）

 効率的かつ効果的な研究開発成果の創出、最大化を図った。

○ 国内外の大学・研究機関等との連携・協力の推進

・研究資源を有効に活用するために、他の研究開発機関等との共同
研究を積極的に進め、研究成果を相互補完的に活用した。

 NUMO技術者の現場作業経験の蓄積及び技術力向上に貢献した。

○ NUMOへの積極的な技術の継承と人材育成

・NUMOとの共同研究の枠組みで、Ｈ27年度
より、NUMOの技術者を受入れ、機構が保
有する施設・設備（東海）を活用して作業を
共同で行うことにより、研究開発に関する
知識・ノウハウなどを継承した。

JAEAの研究施設で実験作業に従事
するNUMO技術者
（東海 核燃料サイクル工学研究所）

【受入人数】
H28：15名、H29：12名、H30：10名

H27年度：45件：大学23件、研究機関15件、民間企業10件、NUMO1件（重複あり）
H28年度：54件：大学33件、研究機関12件、民間企業14件、NUMO2件（重複あり）
H29年度：52件：大学32件、研究機関14件、民間企業12件、NUMO2件（重複あり）

○ 処分事業等に資する成果の創出、成果情報の発信

【H27】国内外学会発表：147件、研究開発報告書類：47件、論文：78件
（学会賞・論文賞等受賞：6件）

【H28】国内外学会発表：120件、研究開発報告書類：32件、論文：58件
（プレス発表：3件、学会賞・論文賞等受賞：3件）

【H29】国内外学会発表：127件、研究開発報告書類：26件、論文：53件
（プレス発表：3件、学会賞・論文賞等受賞：5件）

・研究開発成果については、積極的に国内外の学会で発表し、
研究開発報告書類の刊行、論文投稿・掲載を行った。また、
機構HPで公開しているCoolRep（ウェブサイトを活用した次世
代科学レポートシステム）※への成果情報の追加や、英語版コ
ンテンツの公開を行った。研究成果の一部については、プレス
発表を行い、積極的な成果の普及に努めた。

※https://kms1.jaea.go.jp/CoolRep/index.html

・機構HPで公開・提供している、核
種移行に関するデータベースの
データ拡充を進めた。

・熱力学データベース（平衡定数）；1,772件
・収着分配係数データベース； 57,867件 ，
文献数 696編

・拡散係数データベース； 5,013件 ，文献数 288編
・ガラス溶解データベース;数値データ 23,288件，
文献数237編 熱力学・収着データベース

メインページ

活動の成果（H27年度～平成30年度）

（H30.4.1現在）

・二国間協力の枠組み（スイスNAGRA、スウェーデンSKB等の4か国
5機関）や、多国間での国際共同プロジェクト（DECOVALEX、Clay 
Club等の5プロジェクト）を活用し、世界最先端の技術レベルで研究
開発を実施するとともに、これら協力・連携を通じて、研究者・技術
者の能力向上を図った。
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 広報活動等を通じ、地層処分に関する相互理解を促進した。

○ 国民との相互理解促進のための活動の展開

・施設見学の実施
【東濃】H14から延べ39,811人（うちH27：2,710人、H28：2,732人、H29：2,725人）

【幌延】H19から延べ102,605人（うちH27：7,657人、H28：7,635人、H29：7,891人）

【東海】H10から延べ26,801人（うちH27：807人、H28：751人、H29：826人）

「サイエンスアゴラ2017」の様子
・エネ庁・NUMO共催により、全国で開催されたシンポジウム・意見交
換会等に研究者を派遣し、意見交換に協力した。

科学的特性マップ
（抜粋）

 これまでの研究成果が、要件・基準の議論を通じて、国の重要施策
である「科学的特性マップ」の公表（平成29年7月、経産省）に貢献

光ルミネッセンス（OSL）測定装置

（浅森ほか、2002）

○ 「科学的特性マップ」の作成と公表へ貢献

・総合資源エネルギー調査会「地層処分技術ワーキンググループ」や「沿
岸海底下等における地層処分の技術的課題に関する研究会」を通じて、
科学的特性マップの要件・基準の議論に資する基盤的な情報を国や
NUMOに提供した。

・また、それらは平成29年7月に国が公表した「科学的特性マップ」の作成

に資する基盤的な情報としても活用され、国の施策への貢献ができた。

「高レベル放射性廃棄物について考える 地層処分意見交換会」（H28.10～11：9名派遣）
「いま改めて考えよう地層処分～科学的特性マップの提示に向けて～」（H29.5：9名派遣）
「科学的特性マップに関する意見交換会」（H29.10～12：28名派遣）
「科学的特性マップに関する対話型全国説明会」（H30.2～3：5名派遣、H30.5～8：19名派遣）

【H27】「地層処分技術に関する研究成果報告会」（H27.7）
「地下深くの不思議を学ぼう－地層処分と「かがく」－」（資源エネルギー庁共催：H27.7）

【H28】「経済産業省子どもデー」にNUMOと共同出展（H28.7）
「青少年のための科学の祭典千葉県大会」に出展（H28.6）
「青少年のための科学の祭典2016全国大会」に出展（H28.7）
「地層処分わくわくポイントラリー」（NUMOと共催：H28.8）

【H29】「経済産業省子どもデー」.（NUMOと共同出展：H29.8）
「サイエンスアゴラ」に出展（H29.11）

【H30】「経済産業省子どもデー」.（NUMOと共同出展：H30.8）

・イベントを通した地層処分に関する国民との相互理解促進

子供を含めた一般の方々を対象とした外部主催のイベントに出展し、
科学や機構の業務に興味を持ってもらう活動を実施した。

「経済産業省子どもデー2018」の様子
（梅田ほか、2013）

全国各地の地下水pH分布
（浅森ほか、2002）

火山からの距離と地下水pHとの関係

地殻変動の一様継続性
の成立時期

資源エネルギー庁（平成29年7月）

「科学的特性マップ」の要件・基準の議論に用い
られた成果の例
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ナノスケールの微粒子材料等の適切な使い分けと、注入圧力操作の工夫により、グラ
ウチングを実施しない場合の予測に対して湧水量を約100分の1まで低減することができ
た。本成果は他の大規模地下構造物の建設においても活用が期待される。

⇒土木学会にて発表、プレス発表（平成28年12月）

坑道の掘削による坑道周辺の割れ目の発生状況とその時間変化を適切に把握す
る新たな手法（弾性波トモグラフィを用いた計測手法）の開発に成功した。大規模地
下空洞や鉄道や道路トンネルのような地下空間建設時においても活用が期待される。

⇒土木学会論文奨励賞（平成28年6月）

深度300ｍ及び500ｍの坑道で、岩体の形成時から現在までの割れ目の状態変遷の詳細な調査により、断層運動により一度地下水が通りやすく
なった断層周辺も、そのほとんどが鉱物による割れ目の充填といった自己修復により、地下水や物質の通りにくい場となっていることを発見した。本
成果は、日本における地層処分の安全性の議論において、断層に対する新たな発想による評価が期待される。

⇒ 国際誌に掲載（平成28年6月）、プレス発表（平成28年6月）

深度500m坑道で採取した花崗岩ブロックを使った室内拡散試験に
よって、花崗岩中に物質移動の遅延が期待できる新たな機能を発見し
た。本成果は国内の他の花こう岩にも適用可能であり、地層処分の安
全性を評価する上で、重要な知見の一つである。

⇒日本原子力学会バックエンド部会奨励賞受賞（平成29年3月）、
プレス発表（平成28年8月）

プレグランチング
坑道掘削に先立ち実施

ポストグランチング
坑道掘削後にプレグラウチングの外側に実施

＋

２つのグラウチング技術の組合せで効果的な湧水抑制を達成
（右中図）

（右上図）
斜長石中に微小空隙
（緑色）が分布している
ことを確認

試験に供した花崗岩試料の
顕微鏡写真

左の四角部分の拡大
（偏光顕微鏡＋実体蛍光顕微鏡）

○ 断層運動で損傷した岩盤の自己修復機能の確認 （瑞浪）

○ 岩盤が有する遅延機能に関する新たな発見（瑞浪）

○高水圧下でも適用可能な湧水抑制技術を開発 （瑞浪）

○地下施設建設にともなう地質環境の変化を調査する新技術の開発（幌延）

坑道閉鎖後、時間が経過するとともに粒子の大きさや数が減少
閉鎖された坑道内で確認された炭酸塩粒子

高レベル放射性廃棄物に含まれる放射性元素と化学的な性質が似ている天然元素
（希土類元素）の冠水坑道内における濃度が、本来の地下水中の濃度に比べて明らかに
低下していることを発見し、地下水から除去されるメカニズムを解明した。本成果は坑道
閉鎖後の閉じ込め能力を実際の坑道で示した世界初の事例となった。

⇒国際誌に掲載（平成29年6月）、プレス発表（平成29年7月）

○坑道閉鎖環境において物質の移動を抑制する現象を解明 （瑞浪） （右下図）
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地下施設で遭遇した
粘土質せん断帯の写真

マグマが噴火時に急冷してガラスと
なった物質の顕微鏡写真

深度300 メートルの花崗岩から採取した地下水に、マグマ由来のメタンをエネルギー源と
する微生物から成る生態系が存在することを新たに発見し、それらが地下環境の還元性
維持に関与することを確認し、地球微生物学へ貢献した。

⇒プレス発表（平成29年9月）、国際誌に掲載（平成30年1月)

湧水対策が困難な粘土質せん断帯を、マグマガラス含有を指標として地上から把握する
方法を開発した。粘土質せん断帯の拡がりを数キロにわたって追跡することに、世界で初
めて成功。本成果は一般土木分野（湧水対策）への展開が期待できる。

⇒プレス発表（平成29年9月）、国際誌に掲載(平成29年10月）

3次元レーザスキャナを活用して効率的に坑道壁面を地質観察する手法を提案し、その
適用性を確認。 本成果は一般土木分野（トンネル等）に展開が可能である。
⇒資源・素材学会奨励賞を受賞（平成30年3月）

マグマが噴火時に急冷して
ガラスとなった物質

斜長石

掘削面（正面）
1m

0.1 mm

地層処分の信頼性向上と技術基盤の整備を進めるとともに、地球科学や土木工学の原子力以外の分野の発展に貢献

○光合成由来のエネルギー源に依存しない地底⽣態系の解明に成功（瑞浪）

○湧水対策が困難な地質構造を地上から把握する方法を開発 （幌延） （右上図）

○先端技術を活用した効率的な地質・地質構造調査手法を開発 （幌延）（右下図）

亀裂の連結性が限定的である場合に透水試験で得られる独特な水圧挙動に着目し、地上
から地下深くの亀裂の連結性を適切に評価する新たな評価方法を考案した。 本成果は、
地層の亀裂中に貯留する資源の探査などへの応用も期待できる。
⇒国際誌に掲載（平成30年5月電子版）、プレス発表（平成30年5月）

○地下深くの亀裂の連結性を地上から評価する方法を開発（幌延）

3次元スキャンのイメージ図
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